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研究成果の概要：建設物を事例に、経済社会における物質フローおよびストックを定量化する

モデルを構築して将来のシナリオ分析を行い、建設資材に関わる中長期的な物質管理戦略につ

いて検討した。建設物の寿命を今後 20 年で 1.2 倍にするだけでも物質の需要量や廃棄物の発生

量を 10％から数 10％削減できること、将来道路建設が縮小されることを想定すると、建設鉱

物系廃棄物のリサイクルについて需給の不釣り合いが生じる可能性があることなどを示した。 
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１．研究開始当初の背景 
 地球レベルでの資源制約、環境制約がより
現実味を増す中で、先進国における社会経済
システムの転換、すなわち大量生産・大量消
費・大量廃棄に象徴されるフロー型社会から
の脱却が求められている。近年、これに対置
するものとしてストック型社会が提示され
ているが、これを物質ストックという視点で
見たとき、具体的にどの程度の資源が経済社
会に蓄積され、これらがどのように活用され、
将来にわたって廃棄物として発生し、また、
二次資源としての再活用が可能で、もしくは

有害性を露呈するのかは十分に明らにされ
ていない。経済社会に蓄積された物質は、今
後数十年にわたって廃棄物もしくは二次資
源として発生するものであり、中長期的な観
点からその変化を把握し、物質管理の戦略を
検討することが極めて重要である。 
 フロー型社会を分析するという観点では、
物質フロー勘定もしくは分析（Material Flow 
Accounts/Analysis: MFA）の重要性が認識さ
れつつあるが、多くの場合これらの分析は物
質フローのみに着目しているため、必ずしも
経済社会に蓄積された物質ストックを適切



に扱ってこなかった。本来、フローとストッ
クは表裏一体の関係にあり、物質管理戦略は
両者を総合的・整合的に捉えたうえで検討さ
れる必要がある。 
 
２．研究の目的 
 以上のようなことから、本研究では以下を
目的とした。 
(1) 建設物（建築物および土木構造物）を
事例に、経済社会における物質フローおよび
ストックを定量化するモデルを構築する。建
築物や土木構造物を建設するために利用さ
れてきた物質は、経済社会における物質スト
ックの大部分を占めるものと考えられるこ
とから事例分析の対象とするものであるが、
その定量化モデルは他の製品の分析へも展
開可能なものとなるよう留意する。 
(2) 建設物に関わる物質フローおよびスト
ックについて将来のシナリオ分析を行い、建
設資材に関わる中長期的な物質管理戦略に
ついて検討する。その目的は、物質需要量と
廃棄物発生量の削減である。 
 
３．研究の方法 
(1) 経済社会における物質フローおよびス
トックを定量化するモデルを構築するため、
建設物を事例として以下の作業を行った。 
・ 建設物の建設量、ストック量、解体量、

建材の生産量、廃棄量等に関するデータ
（主として統計データ）を収集した。物量
としては小さくとも、廃棄物管理、資源再
活用の観点から重要と考えられる建材は
収集の対象とした（例えば、防腐処理木材、
石綿製品、石膏製品など）。また、建設物
の寿命が長いことに鑑み、できるだけ長期
に渡るデータを収集した。加えて、建設物
の寿命に関わるデータや文献を収集した。 

・ 建築物については、将来の人口、世帯数、
住宅一戸あたりの延床面積、第 3次産業就
業者数、第 3次産業就業者数あたりの事務
所・店舗延床面積、鉱工業指数、鉱工業指
数あたりの工場・倉庫延床面積などをもと
に将来の建築物の用途別の延床面積需要
を推計するモデル、建築物の構造別用途別
の寿命関数をもとにその解体床面積を推
計するモデル、以上の推計結果と新築建築
物の構造別シェアのシナリオをもとに構
造別の新築延床面積を推計するモデルを
構築した。また、これらの情報と建設資材
の利用原単位、潜在廃棄物比率などをもと
に、新築のための物質需要、建築物として
の物質ストック、解体に伴う廃棄物発生を
推計するモデルを構築した。 

・ 土木構造物については、その工事別着工
量（投資金額）と工事別寿命関数をもとに
そのストック量、解体量を推計するモデル
を構築した。また、これらの情報と建設資

材の利用原単位、潜在廃棄物比率などをも
とに、建設のための物質需要、土木構造物
としての物質ストック、解体に伴う廃棄物
発生を推計するモデルを構築した。 

・ モデルでの推計値と統計値を比較しモデ
ルの検証を行った。 

(2) 上記で開発したモデルを利用して、将
来の物質需要、廃棄物発生を推計した。建設
物の寿命が今後 20 年かけて徐々に 1.2 倍に
なる長寿命化ケース、2 階建て以下の非木造
着工建築物（新築建築物の 13％程度）を今後
20 年かけてすべて木造で建築する木造化ケ
ース、土木構造物の工事が年率 2％減少する
ケース、年率 2％増加するケースなどを想定
した。 
 
４．研究成果 
(1) 建設物に関わる物質フローおよびスト
ックを定量化するモデルを構築した。このモ
デルの特徴は以下のような点にある。 
・ 建築物の新築需要を、将来の人口や産業

活動の予測などをもとにした建築ストッ
ク需要と建築解体量から推計する点。 

・ 建設の際に投入された物質の全てが廃棄
物として発生するのではなく、その一部が
発生するという「潜在廃棄物」の概念を導
入している点。具体的には、使用される建
材、構造もしくは工事別に潜在廃棄物比率
を設定している。 

 構築したモデルの検証として、図 1では建
築物着工・解体量の統計値と本研究での推計
値を比較している。着工量については統計値
と推計値がよい一致を示しているが、解体量 
 

 
図 1 建築物着工・解体量の統計値と推計値 



 
図 2 物質需要量の統計値と推計値 

 
については統計値が過少であることが一般
に指摘されており、図には着工量とストック
量の統計値から推計される解体量も示して
いる。この値は統計値を上回っており、構築
したモデルの推計値はこれと比較的よい一
致を示している。 
 図 2は物質需要量の統計値と本研究での推
計値を比較したものである。推計値に対応す
る統計データが利用可能であったセメント
と骨材・石材については統計値と推計値がよ
く一致していることが分かる。 
 さらに図 3は建設廃棄物発生量の統計値と
推計値を比較したものである。この図におい
ては建設鉱物系（セメント、アスファルト、
骨材・石材等）の廃棄物（コンクリート塊、
アスファルトコンクリート塊）のみ取り上げ
ている。図に示すように、潜在廃棄物を考慮
しないで推計するとかなり多くの建設鉱物
系廃棄物の発生が予想される。しかし、建設
現場で整地用に用いられる砕石や、路盤材と
して用いられる砕石は、後に廃棄物として 

 
図 3 建設鉱物系廃棄物発生量の統計値と推
計値 
 
発生することはなく、現場に残置されるか、
発生するとしても建設発生土として位置づ
けられる可能性が高い。このような非潜在廃
棄物を除いていわゆる廃棄物になる比率（平
均して 30％程度）を設定することで、推計値
は統計値に近づいた。したがって、潜在廃棄
物の概念導入は非常に有益と考えられる。な
お、統計値は過小推計となっている可能性が
あり、統計値と推計値は完全に一致するもの
ではない。 
(2) 上記で開発したモデルを利用して、将
来の物質需要量、廃棄物発生量を推計した。
建設物の寿命が今後 20 年かけて徐々に 1.2
倍になる長寿命化ケース、2 階建て以下の非
木造着工建築物（新築建築物の 13％程度）を
今後 20 年かけてすべて木造で建築する木造
化ケース、土木構造物の工事が年率 2％減少
するケース、年率 2％増加するケースなどを
想定した。図 1〜3 にはその推計結果も示し
ており、以下のような点が指摘できる。 
・ 土木構造物の工事量の変動が、セメント

や骨材・石材の需要量に大きな影響を与え
る（図 2）。 

・ 今後 20年かけて徐々に建築物の長寿命化
を図り 1.2 倍にできれば、物質需要量は
10〜20％削減できる（図 2）。 

・ 今後 20 年かけて、2 階建ての非木造の着
工建築物を徐々に木造にしていくことで、
木材需要量は 20％程度増加する（図 2）。
一方、建設鉱物系の物質需要はそれほど減
らない（図 2）。 

・ 前述のように建築物に用いられる建設鉱
物のかなりの量が廃棄物としては発生し



ないものの、建設鉱物系廃棄物の発生量は
今後も増加する可能性がある（図 3）。 

・ 今後 20 年かけて徐々に建築物・土木構造
物の長寿命化を図れば建設鉱物系廃棄物
の発生量は 30％程度削減できる（図 3）。 

・ 将来道路建設が縮小されることを想定す
ると、建設鉱物系廃棄物のリサイクルにつ
いて需給の不釣り合いが生じる可能性が
ある（現在、建設鉱物系廃棄物のリサイク
ル先のほとんどが道路工事であるため）。 

・ 図には示していないが、防腐処理木材、
石綿製品、石膏製品等の排出量は今後大き
く増加することが予想される。 
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